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1. はじめに
企業内容開示すなわちディスクロージャーの重要性が今ほど強論されると
きはない。しかも，その高まりは増しこそすれ，弱まることはないように思
われる。こうしたディスクロージャー意識の高揚は，企業活動の多角化・国
際化によって惹き起こされている。企業活動の複雑・拡大化にともなう企業
をめぐる利害関係の錯綜・拡大化の進展が，ディスクロージャーの重要性を
増大させている主たる要因といいうる。
ディスクロージャーの重要性が増せば増すほど，その背後にある基本的理
念を改めて確認しておくことが必要になる。ディスクロージャーの背後にあ
る基本的理念，それは会計責任の思考である。
本稿は，まず， ディスクロージャーと会計責任の関係を明らかにしたの
ち，会計責任の諸形態をレビューし，そのことをつうじて会計責任の構造的
隠識を試み，会計責任の本質を抽出することを目的とするものである。
2. ディスクロージャーの意味
ディスクロージャーの用語は，隠されていたものを公衆の眼前に明らかに
することを意味している。そこには，閉ざされていた事実を情報として公に
明らかにすることに力点が置かれていて，開示された情報からどのような判
断を形成し，その判断を基に開示主体にいかに対応するかは，情報利用者に
任されており，そうした判断と行動はどこまでも彼ら自身の固有の責任の下
にあるものとされている。このことから，ディスクロージャーに不可欠な要
102(764) 第 34 巻第 5 号
因として，情報，情報に反映される事象，情報を提供する開示主体および情
報受取人が存在することになる。
開示主体は一定の動機に基づいて受取人に情報を提供する。動機は開示主
体と情報受取人との間の関係のあり方によって異なり，また両者の間の関係
は時代と共に変化する。開示主体が情報を提供する動機は， 法， 契約，慣
習，道義的責任など種々の状況のもとで形成される。そうした法，契約など
を契機とした情報開示動機の形成は，開示主体と情報受取人との間に，一定
の利害関係が存在することに起因している。すなわち，開示主体と情報受取
人との間に，開示主体の行動が及ぽすインパクトをめぐって，利害関係が存
在することが，情報開示に対する動機付けとなる。
開示される会計情報に期待される役割として，主として，意志決定結果の
事後的評価とその将来予測の二つがある。前者は過去指向，後者は未来指向
である点，一見，両者は相対立する対照的な情報利用形態であるかのように
見える。しかし，未来は過去からの完全な外挿ではないとしても，事業の世
界では，過去の反省なくして将来の予測はなしえない。もちろん，不確実性
を前提とする動態経済のもとでは，過去に関する情報のみをもって未来を予
測し得ないのも事実である。そこには，過去情報を基本としながらも，将来
の動向に関する新たな情報を加味する必要が生ずる。その場合でも，将来に
関する意志決定の礎石となるのは，過去の行動の結果に関する事後的評価情
報である。事後的評価に資する会計情報の役割は，業績評価指標の提供を通
して，成果配分ーしたがって， リスク分担ーに役立つことを第一義とするこ
とはいうまでもない。それ故，事後的評価への役割期待の観点からすれば，
将来予測のための反省材料としての役立ちは第二次的な意味を持つに過ぎな
い。しかしこのことは，言い換えると，将来予測に利用する場合を含めて，
会計情報の役割としては事後的評価に資することが基本になることを意味し
ている。
業績評価指標提供機能としての会計の役割，その原初形態は資源の委託一
受託関係に基づく受託責任会計にみられうる。資源の所有者が，ある主体に
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その資源の保全・運用を任せることから，受託者の行動によって委託者がイ
ンパクトを受けることになり，ここに受託資源に関する顕末を報告する責任
が受託者に課せられる。それはとりも直さず，会計責任である。言い換えれ
ば，情報開示は会計責任を基盤にしてはじめて説明できる（森川， 203頁）。
ディスクロージャーと会計責任のこうした関係をもとに，若杉教授はかっ
てディスクロージャー・システムを次のように定義した。「ある主体が， そ
の行動によってインパクトを受ける利害関係者に対して，主休の行動に関す
る事実や状況を社会的に開示し，主体と利害関係者間の，もしくは利害関係
者相互間のコンフリクトを解消し，そのアカウンクビリティーを全うするこ
(1) 
とである」（若杉明， 35頁）。
こうした会計責任の視点は， 財務会計基準審議会 (FinancialAccounting 
Stand~rds Board : F ASB)が指摘したように， われわれの経済社会構造の中
に見いだすことができる。 FASB財務会計概念報告書第1号は， 市場経済
社会における会計責任を次のように説明している (FASB, p. 12, para. 28)。
「アメリカでは，生産資源は一般に私的に所有され，大部分の生産活動は
投資家によって所有されている企業を通して営まれている。所有主一投資家
は，一般に，会社の業務の運営に積極的に参加することよりも，配当並ぴに
所有株式の市価の上昇による報酬に多くの関心を持っているために，企業資
源を管理するのは一般に経営者であり，その資源が企業の営業活動にいかに
配分されるかを決定するのは，彼ら経営者である。従って，経営者は直接並
ぴに選任を受けた取締役会を通して，所有主一投資家に対し，企業が財貨・
用役を売買する市場並ぴに資金を調達する市場において，競争上の有利性あ
るいは平等を獲得あるいは維持することと， 従業員， 顧客， 与信者， 仕入
先，行政主休等種々の他の競合する利害者集団の利害を検討し，均衡を図る
ことを含んで，企業の営業活動を彼らの利益に沿うように計画・統制し，そ
の結果を報告する会計責任を負っている。」
(1) 同様の定義は興津にも見られる（興津， 35頁）。
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Cyert and ljiriはこのようなアメリカの経済社会を， 会計責任関係のネ
ットワークに基礎を置いた社会と称した (Cyert,and Ijiri, p. 30)。その際，
彼らは組織内における責任と権限の委譲に基づく上位者に対する下位者の会
計責任，また対外的には，株主に対してのみならず，債権者やあらゆるレペ
ルの行政主体に対する経営者の会計責任だけでなく，新鮮な空気や水といっ
た環境の質を強調する傾向が，会社が会計責任を負う関係当事者のリストに
一般大衆を加えるようになったことを指摘した (Ibid.,p. 31)。
近年，企業活動の急速な拡大とともに，環境に対する責任は国際問題化し
ている。こうした康境保全責任の重要性の増大を会計責任論争初期に展開さ
れていた物的保全責任と対比するとき，そこには会計責任の内容の著しい多
様性が示唆されている。そこで，次に，こうした多様な側面を持つ会計責任
の各種形態を検討しよう。
3. 会計責任の形態
会計責任の意味・内容は，古代ローマ時代から現代に至るまで，その時代
の進展に伴う社会の要請の変遷とともに変化してきた。たとえば，古代ロー
マの奴隷制度のもとでは，主人に対する財産保全管理責任とそれに伴う会計
報告責任が奴隷に課せられていた (Gilman,pp. 40-41.久野訳， 52-53頁）。現
代の株式会社制度のもとでは，株主から委託を受けた資源について，その保
全状況のみならず，期待目標達成に向けた進捗度をも株主に報告・説明する
責任が取締役会に課せられているとの解釈もある (Rosenfield,pp. 123-124)。
そのうえ，企業活動が社会に及ぽす影蓉の拡大とともに，企業は地域社会に
対して公共財の使用に関して会計責任を負っているとの解釈が一般化しつつ
ある (Ijiri,1975)。 このように，会計責任はその前提となる受託責任の内容
によって一様ではないので，ここではまず伝統的受託責任会計の系譜に即し
て，その諸形態に立ち入ることにしよう。
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(1) 資源の物質的保全に関する状況を報告する責任
会計責任履行形態を識別するために，資源受託に基づく活動を分類するに
際し，通常，大きく区別されるのは，資源委託の動機に当該資源の利用への
意図が含まれているかどうかによるものである。もし保全だけを目的として
資源の委託を受けたのであれば， 受託者は当該資源を物質的に安全に保管
し，受託時の契約にしたがって返還することに留意すればよく，そこには委
託者の期待水準を満足させようとするような資源利用への配慮の必要性はな
く，したがって保全状況に関する報告・説明が必要なだけである。古代ロー
マにおける財産保全管理責任に基づく会計報告責任がこれである。
(2) 受託資源を不正なく，誠実に利用したかどうかを報告する責任
(2) 
Birdによれば， 12世紀の英国では，州長官 (sheriff)は国王に対して，荘
役 (thereeve of the manor)は領主 (thelord of the manor)に対して会計責
(3) 
任を負っていた。そこではもし前年と同一の行為がとられず，前年と同一の
(2) 国王の代理として地方で種々の執政を掌った州長官は，復活祭とミカエル際の
年2回，当時国王の権限のもとにあった司法，財政に関する監督機関である財政
裁判所 (Exchequer)に出廷して，彼の州に割り当てられた農業収益について説明
することが義務づけられていた (Brown,pp. 42, 75)。州長官はイギリス封建時代
のノルマン王朝における王政の中央機関である王政府に対して，地方統治の機関
となったもので，王の代官として行政・司法•財政および軍事上の事務を管掌し
た説明されているほ口， 97頁）。
(3) 荘役は領主から委任を受けた資源を，委任された通り扱っているかどうかの監
査を受けた (Bird,p.9)。荘役は領主が荘園の経済機構を維持するために，領主
が多くの荘園を有する場合，そのすべてあるいはその数個について領主の代理と
して全般的な管理を司る代官 (steward)ならびに各荘園に一人づつ配置され，荘
園農事の実行に関し直接指導監督権を有していた荘宰(bailif)と共に，農民代表
として農村の実情に最もよく通じた荘園運営に不可欠の機関で，荘役は時には荘
宰とともに荘園の収支の管理をなし，直営地の耕作を監督し，領主の建物，農具
を保管するほか，百般のことにわたって関係を有していたといわれている（矢口，
265頁）。
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成果を挙げ得なかったならば，受託者は個人の私的財産による弁済を求めら
れたことを指摘し，会計責任の課責•免責概念の定着をこの時期に求めてい
る (Bird,p. 7)。彼は， また，議会が承認した目的ならぴに範囲内で，官吏
が支出をなしたかどうか，という支出の正当性に基づいて，官吏の会計責任
(4) 
の遂行度合を判定する政府の予算循環過程もこのケースに該当するとしてい
る (Bird.,pp. 7-IQ)。
SECも受託資源の誠実な利用に関する報告責任の意味での会計責任には
重大な関心を寄せている (SECRelease No. 34-13185, pp.1515)。ウォーターゲ
ート事件を契機として， SECは会社による疑惑のある不正な支出を調査し
た。その結果，国内•海外で，会社による未開示の疑わしい不正支出の事例
が広範に存在し，そのことがSEC開示制度の運営，それに応じた資本市場の
誠実さに寄せる一般大衆の信任の両者を著しく傷つけていることが判明し
た。 そこで， SECは1976年5月12日に「会社による疑惑のある不正支出と
実務に関する報告」 (5.12報告）を議会に提出して，次の重要な結論を含む問
題解決を勧告した。
「SECが検討した結果によれば， 会社会計責任制度が明らかに挫折して
しまっていることが事件の最も普逼的な特徴である。会社の資金運用につい
て適切な会計システムがあること，及び SECに届出され，株主に配布され
る書類が重要な事実を省略したり，誤表していないことを保証するように設
計されているのが会社会計責任制度である。数百万ドルの資金が会社の帳簿
に不正に記録され，そのことによって疑惑のある支出を可能にしていた。そ
うした会計帳薄の改宜は，従業員やしばしばトップマネイジメントには知ら
れていたが，外部監査人，相談役，外部取締役には隠されていた。 SECの
狙いは，会社会計責任制度の効力を回復させ，取締役会がそうした問題を取
(4) 予算循躁過程とは，予算案の作成から決算書の提示とそれに対する監査までの
一連の過程であるが，それが会計責任に対して意味を持つのは，議定費歳出予算
法として成立した予算に準拠して，議会の議決どうり適正に執行されることを求
める点にあるといわれている (Normanton,pp. 6, 58)。
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り扱う権限を行使するのを促進することである。」
5.12報告の結論に基いて， SECは議会に対して， 会計記録の正確性と監
査プロセスの信頼性を高めることを目的とした立法を制定するように，次の
(5) 
ような主旨の勧告を行った。
(a) 会社に正確な帳簿と記録を作成・保管させること。
(b) 会社に適切な内部統制制度を設計・維持させること。
(o) 会計記録の改宣を禁ずること。
(d) 監査との関連で，会計担当者に対して，虚偽の，誤導を齋すような，
不正確な財務諸表の作成を禁ずること。
(3) 資源利用に関する過去の実績だけを報告する責任
Birdはこのケースとして，硯代の営利企業における会計責任をあげてい
る。彼によれば，営利企業に資源を投ずる人々は，当初の投入量以上の資金
を後日引出しうることを期待して投ずるのは事実ではあるけれども，株主と
取締役との契約は，実際の利益と株主がそれに対して期待したものとの差を
取締役が請求を受けるような性質のものではないから， 営利企業の場合に
は， 当事者間で事前に設定し， 同意しうるような期待利益は何もないとし
て，したがって，硯行の営利企業会計実務については，それは歴史的原価で
実際に発生した事象を測定・開示し，取締役の会計責任履行の妥当性に関す
る判断を株主に任せる実務であるとしている (Bird,p.10)。
硯代の営利企業では，委託者と受託者との間で事前に設定し，同意しうる
期待利益はないとしても，受託者の行動に関する財務情報開示の目的は，会
計責任を負わしている人が，会計責任を負っている人に関して，情報に基づ
く意志決定を可能にすることである。たとえば，受託者の行動が委託者にと
って満足できなければ，当該受託者が資源を管理・運用するのを止めさせた
(5) この勧告は， 1977年12月19日にカーター政権のもとで，海外贈賄禁止法 (Forein
Corrupt Practices Acts)として制定された。詳細は盛田， 16章参照。また， SEC
が公表した通牒34-13185の検討については． Holton,1977がある。
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り，賠償請求によって対応されうる。もう少し綬やかな対応としては，受託
者の資源利用権限を削減したり，報酬を減らす方法もある。満足できる行動
に対しては，権限や報酬の増大によって報いることができる (Rosenfield,p. 
128)。
(4) 資源管理の成功度を評価する基礎を提供するように，資源利用の管
理効果性を報告する責任
これはイリノィ大学スタディ・グループが主張する見解で，会計が経済社
会で果たす役割を隠識するに際して，同グループは会計の基本的な目的とし
て会計責任を識別している (AStudy Group at the University of Ilinois, pp. 
2-3)。すなわち同グループによれば，複雑な経済社会では，社会の希少財す
なわち資本は，私企業でも公企業でも，その経営者に委託され，委託を受け
た経営者は資源を効果的に利用し，かつそれを無駄と不能率から防ぐ受託責
任を引き受けている。企業の種々の利害関係者が行う最も重要な意志決定．
は，その企業が希少財をいかに効果的に利用したかに直接関連している。利
害関係者のこうした意志決定上の要求に役立つためには，会計は管理の成功
度の評価の基礎を提供するように，その注意を企業資源の利用に関する資料
に向けねばならない。管理効果性は受託責任についてのもっとも高度な表現
である。かくして，会計は経営者の支配下にある経済財の利用の管理効果性
に注意をむけるにあたって，受託責任の重要性を改めて明らかにするのであ
る，というのがその要旨である。
(5) 期待目標達成への進捗度を報告する責任
最も広く主張される見解で，財務諸表上報告される受託責任は，資源保全
のみならず，受託者が達成を期待されている目標に向けた進捗度も含んでい
るとの見解。
この見解によれば，会計責任を負う多くの人々は資源保全のほかに，さら
に，資源利用上の目標を達成する責任を有し，それ故目標達成度合について
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会計責任を負うと主張される。特に営利企業の経営者は，事業を成功裡に運
営するという目標を達成する責任を負っている。会計責任報告としての財務
諸表は，資源を管理•利用する人の責任がどの程度果たされたかを明らかに
するように設計されねばならず，もしそうした責任が目標の達成を含むなら
ば，達成度を反映するように財務諸表が設計される必要があるということが
(6) 
強調される。
Truebloodは目標達成に向けた進捗度の報告責任をより一層具体的に展
開して，予測情報開示の可能性を示唆している。 Truebloodは， まず，会
計責任が生ずる一つの重要な局面は，企業がその証券を一般大衆に提供する
ときであるとして，企業はその証券について経済意志決定を行う全ての人々
に対して責任があるから，過去，現在，将来を含む全ての投資家に提供され
る情報に責任があると指摘する。営利企業の主要な目標は所有主に対する硯
金報酬の最大化にあるから，そうした投資家に対する会計責任とは，この目
標達成に向けた進捗度を報告する責任であると主張する。企業の収益力は将
来現金創出能力を意味しているから，所有主に対する現金報酬最大化目標達
成への進捗度は，企業の利益稼得力を見積ることによって予測できる。それ
故，利益稼得力を見積るのに有用な情報は，会計責任を評価するのにも同様
に有用であることになる。利益稼得力を見積るには，経営行動の結果を予測
する必要がある。それ故，会計責任は，行われた行動ないしは行われなかっ
た行動とその行動の結末について，経営者の責任を取り扱うことになる。企
業の過去の行動は，将来に結末がでるように意図された一連の事象の一部で
ありうる。それ故，過去の事象は蓋然的な結果を考慮せずには評価されえな
い。換言すれば，会計責任は実際の結果と同時に，港在的な結果についても
情報が提供されることを要求することになる。これが Truebloodの論旨で
(7) 
ある (Trueblood,Chapter 4)。 そこには， 委託者である情報利用者の立場を
強く意識した規範的会計責任論とでも称しうるアプローチを読み取ることが
(6) Rosenfield, pp.123-124および井尻， 51頁を参照。
(7) なお， Truebloodの所説の詳細については，松尾，第6章を参照のこと。
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(6) 経営者の資質の評価に有効な基準を提供するように，予測を開示す
る責任
SEC元コミッショナー Sommer,Jr.を委員長とする企業内容開示諮問
委員会は， 1977年に， SECに対して行った従来の開示政策の変更勧告の一
つとして予測情報開示の推進を勧告するに際し，次のように，予測開示は投
資家に対し経営者の受託責任に関する貴重な展望を提供するとの見解がある
ことを明らかにした (SommerReport, pp. A-317, A-320)。
「予測情報の開示には，経営戦略に関する競争上の不利益や開示コストの
増大などを論拠とする反対論がある一方で，予測・実績差異分析は経営者の
資質を評価する有効な基準を投資家に提供するために，予測開示は経営者の
受託責任に関する貴重な展望を投資家に与えるとの贅成論もある。」
(7) 資源利用の経済効果性に関する報告だけでなく，管理組織が経済効
果性の発揮を可能にするに足るほど健全に整備されているか否かにつ
いても併せて報告する責任
この見解は Birdが提唱している。 Birdは，営利組織か行政組織かとい
ったような組織形態の如何とは関係なく，会計責任履行度合の判定は，資源
利用の経済効果性とその背後にあるそうした効果性の発現を可能にするよう
な管理機構とに向けるべきであることを主張する。経済効果性については，
キャッシュ・フローを実際額と実際額実硯までの予想額改訂過程との対比に
よって公表することを提唱し，管理機構については，管理組織報告書の公表
と経営監査人によるその監査を提唱している (Bird,pp. 6-12, 37-52)。
営利組織であろうと行政組織であろうと，資源の効果的利用は政策決定の
質に依存しており，そうした質は利用可能な代替案の結果の予想の正確性，
すなわち当該代替案のキャッシュ・フローの額と時期の予想の正確性に依存
している。この正確性は当該予想と硯実の結果との対比によって検証できる
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ので，実際の結果に至るまでのキャッシュ・フロー予想改訂の過程を提示す
れば，資源の効果的利用に関する経営者能力の評価が可能になる。ところ
が，経営者がこうした能力を発揮するには，経営管理組織が健全に整備され
ていなければならない。それ故，代替案の結果の予想の正確さと管理組織の
健全さが，組織運営に不可欠な条件である，ということを強調しようとする
ところに Birdの意図がある。
(8) 企業活動が社会に及ぽすインパクトを報告する責任
カナダ勅許会計士協会は公表財務諸表が限られた投資資源の配分に関して
現在および渚在的投資家の行う合理的意志決定に役立つのは当然で，むしろ
会社および経営者と公表財務諸表利用者との関係を表す用語は会計責任であ
り，会社は会計責任を負っていると考えるからこそ企業外部の人々に会計報
告を行うとの観点から，会社がどの利害関係者グループに会計責任を負うか
は，当該グループが会計情報の提供に対して正当な利害ないし請求権を有す
るかどうかで決まると主張する (Stamp,pp. 33-34)。 同協会はこうした立場
から，正当な利害ないし請求権が法令で規定されている場合はもとより，そ
うした規定がなくても，他の方法で会計情報の提供を強く求め，会計報告を
するように会社に働きかけることができるとして，会社責任を狭く「財務」
会計責任に限定すべきではなく，次の事項に対しても会社はアカウンクプル
であるとしている (Stamp.pp. 39-41)。
(a) 消費者に対して製品の質について
(b) 行政機関，投資家，財務分析家などに提供される公表デークの正確性
について
(c) 公害，作業条件の安全性，健康，製品安全基準などを支配する法令や
規則の遵守について
以上の諸形態から，資源委託の動機に当該資源利用ないしは運用への意図
があるかどうかにより，会計責任行動は大きく保全責任と利用ないしは運用
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責任の二つに大別され，後者は，さらに，資源利用の誠実性にに関する報告
(8) 
責任とその効率性に関する報告責任に分類されうることが明らかになる。上
記諸形態のうち保全責任は(1)であり，（2）は利用責任のうちの誠実性報告責任
であって，他はすべて効率性報告責任である。効率性報告責任は，さらに，
三つのクイプに類型化しうる。一つは過去実績報告責任(3)に始まって，管理
効果性報告責任(4)，期待目標達成進捗度報告責任(5)，予測情報開示責任(6)に
至るクイプである。第二のクイプは，効果性報告責任だけでなく，その背後
にある管理組織の健全性をも併せて報告する責任(7)である。最後のクイプ
は，企業活動の社会へのインパクトを報告する責任(8)である。前二者のクイ
プは利用効率との正の直接的な関係を報告する責任であるに対し，最後の第
三のクイプはその間接的，時には負の関係を報告する責任である。
こうした第三のクイプの会計責任が求められるのは，もともと資源所有は
私的関係でありながら，その生産ないし利用活動の拡大とともに，そうした
企業活動の拡大によって社会的影響力が増大し，それにともなって，企業活
動と公共の利益との間に摩擦が生じたことによっている。こうした環境の下
で，企業は私的利益の追求を企業活動存続の基本としながらも，社会の公共
利益への貢献との調和が常に求められていると言える。そこでは，会計責任
(9) 
の私的側面から社会的側面への拡大が要請されることになる。
以上の類型化，とりわけ効率性報告責任に関する類型化は，そうした会計
責任の履行による情報開示が三次元の広がりを持つことを意味している。第
ーのクイプは，会計責任の対象となる受託者行動に関する事後的情報開示か
ら，その事前的情報開示への時間的広がりである。第二のクイプは，受託者
行動の結果の開示から，その背後にある機構そのものの健全性に開する情報
開示への立休的広がりである。第三のクイプは，私的会計責任から社会的会
計責任への空間的広がりである。かくして，会計責任なかんずく効率性報告
(8) このような分類については， Bird, p. 9, Rosenfield, p. 127および森川，昭
和60年 8-9頁を参照されたい。
(9) 吉田を参照。
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の意味での会計責任を理解するには，こうした三つの視点から接近する必要
があることがわかる。
4. 会計責任の本質
会計責任の内容をめぐる上記の諸形態が意味しているのは，会計を必要な
らしめているもの，それは会計責任であること，言い換えれば，その内容に
変化はあっても，会計責任の考え方が会計の根底にある普逼的な目的として
存在しているという点である（井尻， 50頁）。そこでは，会計責任の概念を広
＜抽象化して定義すれば，公企業であろうと私企業であろうと，また組織の
外部に対してであろうと内部においてであろうと，責任ある人がその責任履
行に関して負うべき報告・説明に関する義務ということになる。
その具休的な内容は叙述のごとく多様である。 どのような形態であって
も， 資源の委託・受託， さらには責任と権限の委譲をめぐる委託者と受託
者，あるいは上位者と下位者との間の会計責任関係は，法規，契約，慣行，
会社内規その他の社会的・組織的取り決め等を契機として生まれる。会計報
告はこの関係をモニクーするために必要とされる(ljiri,1981, pp. 27-28)。
既に明らかにしたように，そこでは物的保全状況や過去の活動について説
明するだけにとどまらない。組織内の各部門は，権限委譲者に対して予算に
ついて会計責任をもち，また，会社の場合，その経営者は投資家に対して活
動計画や予測についても会計責任を負っているのである（井尻， 50頁）。 ただ
し，たとえ予測等将来事象に対する会計責任といえども，その基本には，受
託者業績の事後的評価があることに注意を払う必要がある。また，会計責任
は企業活動が社会に及ぽすインパクトとの関連で，社会に対しても生まれて
くることが明らかになった。
現代社会では，会計責任は満足できる経済的成果の獲得や財政状態の強化
といったある種の達成すべき目標を暗黙のうちに含んでいる（井尻． 51頁。
Stamp, pp.邸-35)。前節の三つの次元について， そうした目標達成に向けた
進捗状況が開示される情報内容を表現する手段について言えば，主として，
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第一クイプの情報は貨幣表現，第ニタイプは記述表現，第三タイプは物量表
現がそれぞれ中心を占めることになろう。
会計情報の中核は貨幣によって表現される第ータイプの情報であることは
言うまでもないが，その際，過去実績のみならず，管理効果性，期待目標達
成度合，さらには予測までも開示するのに適した貨幣属性は何かが問題とな
る。それが問題になるのは，硯代社会では，企業は価格変動や物価変動，技
術の変化や社会の変化などによる経済的ィンパクトに対してヘッジするため
にとった行動について会計責任を負っているからである。すなわち，会計責
任は過去について報告することと同時に，企業の現在および将来の目標達成
に関する情報要求を明らかにする利用者の経済的意志決定の観点からすれ
ば，期待される業績を評価するのに必要な情報を開示することが求められて
(10) 
いるとも解釈されるからである。
また第三タイプの社会責任事象については，それは一般に外部経済事象す
なわち客観的な市場価格を持たないので， その表現は非財務的な単位で行
ぃ，その評価は情報利用者に任すのがよいと考えられる。そうした報告とし
て， Gray,Owen and Maundersは基準遵守アプローチを提案している。
そこでは，たとえば大気汚染について，組織自身の活動を測定する基準とし
て，外部団体によって要求されている基準を使って，基準設定者，基準値，
今年度と前年度との実績比較，およぴ業界平掏が示され，さらに数値の説明
や組織業績報告目的などが記述される。こうした会社社会報告の意図は，会
社社会業績を明らかにすることと同時に，そうした業績に向けた経営者の動
機に影轡を与えることにある (Gray,Owen and Maunders, pp. 201-203)。
5. おわりに
本稿をとおして，ディスクロージャーの基礎に会計責任の思考があること
を知りえた。しかも，会計責任の理念そのものは普遍的としても，その内容
は時代と共に変化するだけでなく，構造的にも多面体すなわち三次元の世界
(10) Trueblood, Chapter 4および Rosenfield,p. 129参照。
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を構成していた。それも現代の経済社会でその代表的な組織体をなす営利組
織における会計責任が，こうした構造を形成している。この構造的特徴は，
責任履行に際する表現手段によって具体化される。それは，取りも直さず，
会計測定の問題なのである。会計責任と会計測定の問題は，機会を改めて検
討することにしよう。
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